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第3次気候変動影響評価報告書：分野別影響一覧（7分野80項目）
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 現状でも、厳しい影響が現れている

 今後、気温上昇に合わせてさらに影響は大きくなる

 影響は国民生活と社会経済活動の広い分野に及んでいる

多くの国民が影響・被害を実感するレベルに達している

 地域ごとに影響の現れ方（分野、程度、実態）が異なる

「第3次気候変動影響評価」が意味するもの

1) 社会経済と国民生活の広い分野で適応策を実行

2) 「現在・近未来の対策」と「中長期的な対策」の両方が必要

3) 地方自治体や企業での取り組み

4) 国民一人一人／家庭での取り組み

5) 緩和策と合わせて、気候変動対策（緩和策＋適応策）を推進
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気候変動適応計画（骨子）

• 気候変動対策の２つの目的

① 温暖化・気候変動の影響・リスク管理（影響・被害の防止・軽減）

② 社会・経済・生活のあり方の転換（ゼロエミッション・脱炭素、レジリエンス）

１ 目標

• 適応策の2つの目標を明示

① 気候変動影響による被害の防止・軽減（直接的目標）

② 安全安心で持続可能な社会の構築 （大局的目標）
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２ 基本戦略

（１） 深刻な影響への対策ー現在と将来、両方の影響への対応が必要

• 現下の影響の激甚化を踏まえて、現在・近未来の適応策の強化

• 現在・近未来の影響に対する適応策

1) 深刻な影響分野：①都市内水氾濫、②農業・水産業、③暑熱・健康など

2) 気象予測と影響予測・モニタリングの活用

3) 直前の予測を含めた影響リスクの周知・警報、早期の避難と対策

4) 被災時の被災者支援と復旧

• 関連部局の対策を適応策として位置づけ、密接に連携・協力

5



（２） 中長期的な適応策ー持続可能な社会構築に貢献

• 政府の統合的適応計画： 個別対策にとどまらず、分野全体の抜本的対策

ex 流域治水、みどりの食料戦略・みどり加速化GXプラン、都市計画・グリーン化

• 地方自治体： 適応策を地域総合計画などの上位計画へ組み込み

（国土交通省HP資料） （農林水産省HP資料） 6



４ 基盤的施策の方針

１） あらゆる関連施策と適応策のシナジー

２） 適応策を“地方創成”、“地域活性化”の機会にする

３） 便益が実感できる多様な適応策の開発と活用

４） 自治体の気候変動対応部署の強化。首長や議員の理解を促進

自治体・地域における適応策の推進の課題について
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（１） 関連施策と適応策のシナジー

• シナジーは適応策推進の鍵

• 広い分野の政策の中に気候変動適応の視点を組み込む（適応の主流化）

• 政府省庁間におけるシナジーは進んできている

• 自治体における部署間のシナジー（連携・協力）が鍵となる課題であり、その実現方法
の開発や支援が必要

（環境省HP資料） 8



「防災×適応」：国・自治体、コミュニティ、市民の役割

• 防災・減災には気候変動対策の組み込みが不可欠

・ 防災計画
・ 避難計画
・ 避難所の設置・運営
・ ハザードマップなど
・ 災害時の情報伝達
・ 啓発・支援事業

公
助

・ 備蓄（食料、飲料水など）
・ 自宅の耐震化、保険
・ 安否確認、避難経路など

自
助

・ 近所の助け合い
・ 自主防災組織、防災訓練
・ 高齢者、障がい者への支援
・ 避難所の運営

共
助

● 気候変動と影響を知る
・日本の気候変動2025
・環境省 第3次気候変動影響評価報告書
・環境省S-18プロジェクト報告書など

● 防災・減災＋気候変動適応策
・防災計画＋適応計画
・防災の想定に気候変動影響を組み込む

● 複合災害を想定する
・地震＋豪雨災害
・地震／豪雨＋猛暑／大雪
・避難所の運営

● 都市の将来計画に防災・減災と
気候変動対策を組み込む

・緩和策と適応策が必要
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防災分野の取り組み



コペンハーゲンの適応計画

 気候変動対策は、新しい魅力的
な都市づくりの絶好のチャンス

内水対策 緑地計画 暑熱対策 防護・防災
出典：Copenhagen Solution 
for Sustainable Cities

夏の高温 豪雨 海面上昇

（２） 中長期的な適応策ー適応策を“地方創成”、“地域活性化”の機会にする

• 適応策を、地方自治体の地域総合計画などの上位計画へ組み込み

• 気候変動対策を、地域活性化、持続可能な社会構築に向けた“機会”にする

ex コペンハーゲンの都市計画・グリーン化
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遊水スペース／Green Roadの例

出典：Copenhagen’s first-climate 
resilient neighborhood, 2016

コンクリートの広い道路・交差点を
Green Roadに転換
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近隣街区（Neighborhood）のプロジェクト（300件）

出典：Copenhagen’s first-climate resilient neighborhood, 2016 12



コペンハーゲンの教訓

１．気候変動対策を“新しい都市開発の機会”と位置づけ

ー都市のレジリエンスの確保と住民のＱＯＬ向上の同時達成

―気候変動対策と他の都市開発目標を結合

２．自然を活用した解決策（Nature-based Solution）

ーグリーンインフラ・生態系サービスの保全・再生・活用

３．市全体／地区／近隣街区それぞれで行政と住民、専門家が対話

ー地域に応じた多様な緩和・適応手法を開発（イノベーション）

気候変動対策を都市の再生・開発計画に組み込む
「望ましい未来ビジョン」
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自治体の「地域未来ビジョン」への組み込み

緩和策

3つの方法

（省エネ、再エネ、吸収・利用）
×

生活場面
（生活、居住、移動、

エネルギー）

適応策

影響の原因
（気温、雨・雪、土砂、海面上昇）

×
影響分野

（農林水産業、水、自然生態系、
健康、生活、インフラ）

• 人口減少・高齢化

• 魅力ある産業、農林水
産業、観光

• 自然環境の保全
• 地域の文化
• 防災、安全・安心
• まちづくり

2050年将来ビジョン

望ましい地域の姿
生活スタイル

気候変動対策 地域の課題・未来

• 総合計画
• 都市計画
• 企業の経営戦略
• 住民の暮らしぶり
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（３） 効果・便益が実感できる適応策ー多様な適応策オプションの開発と活用

• 影響は国民生活のあらゆる分野に及ぶ。多様なオプションを開発し選択肢を広げる

• 適応オプションの選択のために、適応策の効果の評価が必要

• 適応オプションの効果や費用などに対する研究とデータの提供
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分野別の適応策カテゴリーの分布

• 技術的適応策中心： 農業・林業・水産業、健康分野

• 施設・インフラ整備（グレーインフラ）重視： 水環境・水資源、国民生活・都市生活

• 多様なオプションの組み合わせ： 自然災害・沿岸域など

• 分野毎の特性に合わせて、多様なオプションの開発が必要

(三村ら, 2024)
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土地利用・空間計画■
施設・インフラ（グレー）■
施設・インフラ（グリーン）■
技術的対策■
制度的対策■
経済的対策■
社会的対策■
基盤的取り組み
（影響予測・情報提供・住民連携）

■

適応策カテゴリー



適応策オプションの効果・便益の例

気温上昇の収量への影響 (石郷岡ら、2025） 気温上昇の品質への影響
(Wakatsuki et al., 2024から作図)

水稲の高温耐性品種の効果
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まとめ

計画から実施へー気候変動適応策をいかに推進するか

 気候変動の激化に対して、現在・近未来と中長期的両面の対応策を強化

 政府では、分野毎に中長期的適応策を策定

 自治体では、適応策とあらゆる関連課題のシナジーが鍵

 適応を未来ビジョンに組み込み、“地方創成”、“地域活性化”の機会に

 国、地方自治体、事業者、国民・家庭それぞれが取り組む

 これらを支える情報やデータの提供、取り組みを支援

「効果が実感でき、みんなで実行する、社会の未来につながる適応策」
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